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施策 5104
妥当性 妥当 コスト削減の余地 無 受益者負担 適正

上位貢献度 有効 類似事業の有無 無 成果向上の余地 有
市民・幼稚園・高等学校事業者など対象
幼・保・小・中・高の連携推進、家庭教育支援の充実、地域社会と一体となった教育環境
の充実を図る。

施
策
が
目
指
す
姿

①相互職場交流研修会参加者数…平成29年度で60人(現状値47人)
②小中一貫教育実施中学校区数…平成29年度で14学区成

果
指
標

平成25年度
47.00
47.00

60,204
59,785

平成26年度
60.00
56.00

60,272
59,667

平成27年度
60.00
56.00

0
750

平成28年度
60.00
53.00

1,471
1,391

平成29年度
60.00
67.00
14.00
14.00
64.29

937
900

基本施策目標指標「保護者の学校教育に対する満足度」を高めるには、一貫性のある教育
の充実は必要不可欠であり、本単位施策の目標達成度による貢献度は高い。貢献度

相互職場研修会参加者数が67名となり、目標を達成することができた。小中一貫教育につ
いては、各中学校区毎に「目指す子ども像」を設定し、推進を図った。達成状況

小中一貫教育を推進するため、推進委員会や専門部会を設置したが、組織の活動を充実さ
せる必要がある。課題

目指す子ども像の実現に向け、推進委員会等を充実させることで、重点目標の実施に向け
た取組を推進する。また、学校運営協議会等による評価を実施する。取組方針

職場研修参加者の目標達成に担当部署の努力の跡は感じるが、その成果がどのようなもの
かを把握し、今後にどう生かすかが重要と感じる。時節に合わせたテーマの設定や教職員
の意識高揚に対する取組みが盛り込まれることに期待したい。本市には特色ある高等学校
があるため、そうした小中高の連携も模索されたい。
小中一貫や学校の適正配置については、保護者や地域の感情など、難しい面があることは
理解できるが、本市の児童生徒に対して平等で適正な教育が保たれることが重要であり、
着実に進められるようお願いしたい。また、学校の統廃合については、廃校の利活用も併
せて行うなど、地域に対する配慮もお願いしたい。

外

部

評

価

742901
事業ｺｰﾄﾞ 名 称 ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(千円) 達成度

小中一貫教育推進事業費 900

平成29年度

100

37200000

教育部 学校教育課

一貫性のある教育の充実

単位施策評価表 所属

成果指標１
[ ]
成果指標２
[ ]

成果指標３
[ ]

成果指標４
[ ]



施策

妥当性 妥当
上位施策である学校教育の充実を図るためには、一貫性のある教
育の充実を図る必要がある。

コスト削減の余地 無
事業の推進を図るためには、教職員等への研修が重要であることか
ら、コスト削減の余地はないと考える。

受益者負担 適正 義務教育の一環であることから受益者負担は適正と考える。

上位貢献度 有効
上位施策の学校教育の充実を図るためには、一貫性のある教育の
充実は必要不可欠なものであり、貢献度は高い。

類似事業の有無 無 一貫性のある教育の充実は、他の事業では行っていない。

成果向上の余地 有
学校・家庭・地域が一体となって小中一貫教育を推進するよう組織
体制を充実させることにより、成果向上が見込まれる。

貢献度

達成状況

課題

取組方針

貢献度

達成状況

課題

取組方針

平成２９年度　単位　施策評価表　補表

5104　　一貫性のある教育の充実

内部評価
【前期5年分】

区分

基本施策の目標指数「保護者の学校教育に対する満足度」を高めるには、教職
員の相互職場研修、学校・家庭・地域が連携する小中一貫教育を実施する一
貫性のある教育の充実の貢献度は高い。

幼稚園・保育園と小学校への教職員が相互職場を体験することにより、相互理
解が進み、互恵性の教育活動を推進するための交流研修会の参加者数が、目
標を達成することができた。小中一貫教育は、全中学校区で「目指す子ども像」
の設定を行い、小中一貫教育に取り組むことができた。

小中一貫教育については、学校・家庭・地域が目指す子ども像を共有し、その
実現に向けて、共通理解を図りながら児童生徒の実態に合った教育活動を行う
必要がある。そのために、推進委員会等の組織の充実を図る必要がある。

引き続き、推進委員会等の組織の充実を図るとともに、学校運営協議会等との
連携を行い、学校・家庭・地域が一体となった小中一貫教育を推進する必要が
ある。相互職場交流研修については、今後とも研修の必要性を啓発し充実を図
る。

内部評価
【H29年度分】

基本施策の目標指数「保護者の学校教育に対する満足度」を高めるには、教職
員の相互職場研修、学校・家庭・地域が連携する小中一貫教育を実施する一
貫性のある教育の充実の貢献度は高い。

幼稚園・保育園と小学校への教職員が相互職場を体験することにより、相互理
解が進み、互恵性の教育活動を推進する交流研修会の参加者数が67人で、目
標は達成することができた。小中一貫教育は、全中学校区で「目指す子ども像」
の設定を行い、小中一貫教育に取り組むことができ、目標を達成することがで
きた。

小中一貫教育については、学校・家庭・地域が目指す子ども像を共有し、その
実現に向けて、共通理解を図りながら児童生徒の実態に合った教育活動を行う
必要がある。そのために、推進委員会等の組織の充実を図る必要がある。

小中一貫教育を推進するため、全中学校ブロックごとに目指す子ども像実現の
ために重点目標の実施に向けた、一貫性のある教育活動を実施する。また、学
校運営協議会を活用した学校評価を行い、学校・家庭・地域との連携を図る。


